
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提 言 

中国地方の新たな情報化戦略について 
～SaaS･クラウドコンピューティング社会へのパラダイムシフトを目指して～ 
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１．はじめに(背景) 

(１) 情報化社会と地域間連携・競争 

近年の情報化の進展は第二の産業革命とも言われるように、これまでの社会経済に大きな影

響を与えている。全世界的に空間的・時間的な制約から解放され、世界が一体化・フラット化

する中で、国境を越え各国の地方と地方が直接的に連携ないし競争する関係に入り始めている。 
地域が他地域に対し優位性を確保する一つの方策は、情報の利活用の面で先行することであ

る。つまり、既存の情報インフラを軸に新たな変化に適応した情報システムを構築し、更に再

構築された情報インフラを利活用して、国際競争力の強化・生産性の向上に結びつけ、産官学

が連携して、それぞれの「業務の最適化」と「地域 ICTの振興」の同時達成を図ることで、他
地域に先んじることである。 
  
(２) 情報化の新たな動き 

情報基盤のコンセプトは、現在主流であるクライアントサーバからクラウドコンピューティ

ング(Cloud Computing)と呼ばれる新たな時代へと、大きく変化しようとしている。このクラ
ウドコンピューティングの中でサービスを提供する機能として中核をなすのが最近注目されて

いる SaaS(Software as a Service)である。 
この変化を一言で言うと、これまでのようにデータやソフトウェアを自らのコンピュータで

はなく、外部のサーバに置かれたソフトウェア、データなどをネット経由で利用するというも

ので、サーバやアプリケーション・ソフトを「所有する形態」から「利用する形態」への変化

といえる。 
このような変化の背景には、ICTが社会経済の基盤や企業活動の中核となり極めて重要な存
在となった反面、セキュリティ対策や災害時のバックアップ対策等、運用を含めた新たなビジ

ネスの展開に要する人的・物的な ICT投資額など、コンピュータ資源を自ら所有することによ
るコストの増加が無視しえないほど大きくなってきたことがある。 
こうしたクラウドコンピューティングは、米通販大手のアマゾン・ドット・コムや検索サイ

トを運営するグーグルが先導してきたものであるが、米セールスフォース・ドット・コムが、

企業を顧客として各種のビジネス用ソフトウェアを SaaSという形で提供し、急速にその業績
を伸ばしてきたことから、一段と注目が集まっているところである1。 
最近、内外の ICT大企業が相次いで利便性と低コストを謳って SaaS戦略を展開し始めてき
ており、本格的な SaaS・クラウドコンピューティング時代が展望できる状況となってきている2。 
 また、情報化の進展とともに、サーバ等のコンピュータ機器における電気使用量の増大が大

きな問題となっており、地球温暖化防止のための CO₂削減策として、「データセンタ活用によ
るグリーン IT」が注目されている。既に欧米のみならずわが国においても、先進的なデータセ

                                                   
1 ここで SaaSとは、アプリケーション・ソフトを顧客が所有せずに、利用するものであるが、以下の３つの特徴を持っ
ている。即ち、①情報ネット等を使って同一サービスを複数顧客(マルチテナント)に提供し、また②顧客の要望によって
はサービスの差別化(カスタマイズ)を図り、さらに③他のアプリケーション・ソフトと連携させて使う(マッシュアップ)
ことができる、ことを言う。従って、①～③全てを満足しない ASP(Application Service Provider)は、ここでの SaaSの
範疇からは除くものとする。 
2 ユーザから見た SaaS のメリットとしては、①ICT 投資および運用コストの大幅な削減、②高度な ICT 技術要員が不
要、③セキュリティや災害への対策を外部化できる、④新たなビジネスに対応したアプリケーションを即時に利用可能、

⑤ニーズの急速な拡大にも対応可能、などが挙げられている。 
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ンタが構築されてきており、そこには仮想化技術や空調最適化技術を取り入れるなど、多くの

工夫がなされてきている。反面、多くの中小規模のデータセンタでは、まだグリーン IT化へ
の取り組みが十分には浸透していない状況にある。 
加えて最近では、わが国においても、災害時等における事業継続に関する BCP(Business 

Continuity Plan、事業継続計画)の重要性が強く認識されてきている。大手企業は自社の BCP
確立のため、資材や部品等を納入する取引先の中小企業に対して、自社のレベルに対応した

BCPの導入を要請し始めている。BCPはヒト・モノ・カネ全般にわたるものであるが、中で
も情報通信システム及びデータの保全は非常に優先度の高い課題であり、そのようなニーズに

対応するために、大規模地震等の災害に耐えられるような堅牢なデータセンタの必要性が今後

さらに高まることが予想される。 
  
(３) 地方における対応 

クライアントサーバから SaaS・クラウドコンピューティングへの移行という、情報化社会
のパラダイムシフトに適切に対応することができれば、官民のユーザにおいて、一層の「業務

の効率化」と格段の「コスト削減」をもたらすことが可能となる。このため、地域間競争等に

少しでも優位な立場に立つためには、地域 ICT企業を含めた、地域全体がこのパラダイムシフ
トに適応して企業改革、行政改革を実現すべきである。 
また、ICTの所有と利用が空間的に分離された SaaS・クラウドコンピューティングの時代
においては、大規模なスーパーコンピュータを有する数ヶ所のデータセンタにより全国がカバ

ーされ、そこから必要なだけアプリケーションが利用される状況が想定できる。 
このアプリケーションの利用環境を提供する SaaS系事業で成功した先行企業には、その分
野で他社の追随を許さない、いわゆる“Winner takes all.”といった現象が起きる可能性もある。
極論すると、SaaS・クラウドコンピューティングの時代は、今以上にソフト開発も ICTビジ
ネスも、さらにはデータセンタさえも一極集中となる可能性すらある。 
現実はそう単純なことではないにしても、中国地方が SaaS・クラウドコンピューティング
時代に乗り遅れた場合、中国地方の ICT産業の空洞化につながる恐れがある。言い換えれば、
この新しい時代の波に産学官が協力・適応し、他地域に先行させていくことが、当地域の ICT
産業の振興に結びつくといっても過言では無いであろう。 
今後の地域情報化の推進にあたっては、このようなパラダイムシフトを踏まえて、利便性の

確保・業務の効率化・低コスト化・グリーン IT化、さらには BCPの確保を同時に達成できる
よう、地域の特徴や強みを生かしていくことが極めて重要である。 
  
(４) 本提言の目的  

本提言は、SaaS・クラウドコンピューティング社会へのパラダイムシフトに適応して、中国
地域が地域間競争の中で優位な地位を確保し得るよう、また当地域における ICTの産業振興の
契機となるよう、さらにはデータセンタが ICT分野で地域の地球温暖化対策や BCPに寄与す
るよう、SaaS・データセンタへの取り組みを核とする新たな地域情報化戦略の提起を行うもの
である。 
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２．中国地方のICTの現状と課題 

２．１ 情報通信産業の現状と課題 

(１) ICT産業の地域的特徴 

中国地方には、本社を当地域に置き全国規模で事業展開を図る ICT企業は極めて少なく、産
業構造の厚みがない。このことは、当地域の企業件数が、全企業で見ると全国の 6％程度を占
めているものの、ICT産業では 3.5％を占めるにとどまっていることからも言える。 
こうした ICT産業の厚みのなさは、地域の ICT産業に発注する需要が少ないことに起因し
ている側面がある。多くの地元 ICT企業は、首都圏からの受注に依存した構造となっている。
一方、地元ユーザも技術力への信頼等を理由に、グローバルな ICT企業に発注する傾向が強い。 
しかしながら、最近では当地域にも新たな ICT産業の創出に向けた萌芽が見られる。広島・
岡山・山口・島根では、数社による OSS(Open Source Software)のコンソーシアムがそれぞ
れ結成されている。また松江を中心にして、世界的に注目されている新しい開発言語 Rubyを
核として ICT企業の誘致を行うなど、地域活性化を図っている。さらに、鳥取市ではインド系
の ICT企業の進出も決定している。これらは、新たな SaaS・クラウドコンピューティング社
会に向け、コアとして成長させていくべき事例として期待されるところであり、人材育成等の

面で地域の産学官を挙げて一層の支援を行うとともに、育成した人材が首都圏に流出せず、地

元 ICT企業のコア人材として活躍できるよう、制度的な工夫等も行っていく必要がある。 
 
(２) 高度ICT人材の不足 

中国地域における ICT振興上の最大の問題は、高度 ICT人材の不足である。これは中国地
域に限らず日本全体の問題であるが、地元 ICT企業の中で高度な技術力が評価される人材は
OSS等の分野に限定されており、その数も少なく、層の薄さは否めない。その結果、大手 ICT
企業の下請け作業は出来るものの、業務ノウハウと ICT技術を連携づけたシステム設計、グロ
ーバルな視点からの ICTヒューマンリソースの活用、組み込みソフトの開発といった高度な仕
事を担う人材の不足が目立っている。 
地域 ICTの振興には、それを担う人材の育成が不可欠である。中国地域の特徴を踏まえた

Rubyを中心としたOSSを得意とする人材はもとより、ICTプラットフォームに精通し、かつ、
グローバルビジネスに通用する人材の育成が望まれる。 
この問題は、当地域における将来的な ICT発展の成否に関わる重要な問題であるため、中国
地域の産学官の ICT関係者が一堂に会し、学校教育、職場でのインターンシップ、研修制度等
の具体的な人材育成方策について議論を展開し、共通の認識にもとづく政策の方向付けが行わ

れて然るべきである。なお、育成した人材が地元の ICT企業に定着し、その基幹的人材として
活躍できるよう、地域における技術者コミュニティの形成支援、先端的な技術を吸収する機会

の継続的な提供といった、きめ細かな施策についても合わせて検討する必要がある。 
 
(３) SaaS系ビジネス 

首都圏等に本社のある大手 ICT企業、パッケージソフト開発会社、経営コンサルタント会社
などは、既に全国ベースで SaaS事業の展開を始めているところである。これに比べ、中国地
域の地場 ICT企業の中で、カスタマイズ、マッシュアップといった条件を満たす SaaS系ビジ
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ネスを展開しているところは、まだ皆無に近いものと思われる。とはいえ、ASPサービスや
SaaSに類似したサービスを提供している事業者も一部に存在しており、他地域にサービス範
囲を拡大しようとする動きも見られる。 
なお、経済産業省の「中小企業向け SaaS活用基盤整備事業」では、主として 20人以下の中
小企業向け SaaSプラットフォームおよび SaaS系業務アプリケーション(財務会計・給与等)
を構築して、安価にサービス提供できるよう、官民連携で取り組みが行われている。 
中国地域としては、後述するように、中小企業にとってメリットの多い SaaS利用の促進に
向け、検討を進める仕組み作りが必要であり、それらを実現できるよう産官学一体となった取

り組みが必要である。 
 
２．２ ICTユーザの現状と課題 

(１) 企 業 

大手企業は自前でソフト開発を行っており、また専用のデータセンタを運営しているが、多

くの中小企業においては、ICT対応は様々である。先進的なところは大手企業に準じて、自前
でソフト開発を行い、その運営やデータ管理を専門の ICT企業に委託するといったところもあ
るが、総じて会計・人事等のパッケージソフトを利用するという形態に止まっているところが

多く、税務申告・納税までを含めて ICTを使いこなし、自力での対応を図っているところは少
ない。 
 
(２) 地方自治体 

県、市町村においては、一部に ASPの導入やベンダロックからの離脱の模索などが始まっ
てはいるものの、未だに汎用機によるレガシー系システムが稼働している自治体も残っている。

また、システム最適化に向けた取り組みも成果を上げ始めてはいるが、総じて大手企業に比べ

ると、まだ緒に就いた段階である。総務省では行政コストの削減や住民サービスの向上を目指

して電子自治体化を推奨し、その手段として高額な ICT費用を軽減するためのシステムの共同
開発や SaaSの有用性を説明し始めている。しかしながら、自治体側の動きは全般的に鈍く、
その試みは、現場にはあまり浸透していない。 
地方財政が非常に厳しくなっている状況の下で、増大する ICT投資の最適化を個々の自治体
の枠組みの中で考えるには限界があり、より広域的な枠組みの中で ICT投資の最適化を検討し、
共有資産として使えるものは共同で調達・利用するといった考え方が求められている。それを

実現するには、個々の自治体の業務の標準化や外部とのネットワーク接続を制限した個人情報

保護に関わる条例等の見直しも必要となろう。電子自治体化へ取り組むにあたり、自治体にあ

っては、ICT利用におけるパラダイムシフトを踏まえた、効率的なシステム化投資の方策を様々
な視点から真剣に検討する時期に来ている。 
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３．SaaSの効用と利用者の観点から見た活用のあり方 

(１) 中小企業分野 

中小企業にとっての SaaS活用の効果として、概ね以下の点があげられる。 
①SaaSによって、CRM(顧客関係管理)を始めとする各種機能を大手企業と同レベルで利用
できるようになり、競争力が強化できる。 
②法律や会計制度などの変更に対応したシステム更改、セキュリティ確保など、自社で ICT
システムを保有するための直接的コストは年々増加している。SaaS は必要な時に必要な
サービスだけを購入することが可能であり、事業の再構築や新規事業の立ち上げに伴う

ICT投資を最小限に抑制することができる。 
③ICT要員の確保に苦労している中小企業にとって、最小限の ICTシステムで済む SaaSを
利用すれば、貴重な人的資源を本来の事業経営に集中させることができる。 
④情報漏洩やウイルス等による ICT リスクが高まるなか、中小企業がそれらに単独で対応
するには、人材・財務の両面で相当な負担を伴う。SaaS は、データもアプリケーション
も端末側に持たずに運用することが可能で、企業内での個別運用によるリスク回避が容易

に実現できる。 
⑤バックアップ機能が充実した通信基盤と堅牢なデータセンタを持つ SaaS事業者を利用す
れば、大災害等に対する BCPを確保できる。 
⑥省エネデータセンタを持つ SaaS事業者を利用すれば、CO2の削減に貢献できる。 

 
また、白紙の状態からシステムを利用できる新規起業者や SOHO(Small Office/Home 

Office)事業者にとってはコストメリットの大きい SaaS利用は魅力的であり、起業支援策のひ
とつとして SaaSの普及・啓発が考えられる。 
しかしながら、中小企業にとって SaaS の効果を十分に引き出すには、次に示すような課題
もある。 
①既存のアプリケーションから SaaSへの移行を躊躇する要因の 1つとして、提供される機
能の違い、それに合わせてビジネスプロセスを変更する必要があること、従来のビジネス

プロセスを維持しようとすればカスタマイズ費用がかさむこと、などが指摘されている。 
②利用者側にはデータを社外に預けることや、既に預けているデータを新規の SaaS事業者
に移すことへの抵抗感があり、SaaS利用に伴うセキュリティ面への懸念を払拭する必要
がある。 

これらについては、付加的なコストがかかるカスタマイズを極力回避するために、SaaS に
適合するように利用者側で BPR(Business Process Re-engineering、業務処理の最適化)を実
施することも考えられる一方で、SaaS 事業者には、パソコン等で従来から利用してきたアプ
リケーションを SaaS でも提供する、あるいはそれと同等のサービスを提供する、などの工夫
が求められる。セキュリティ面では、より丁寧な説明を行って SaaS の安全性に対する理解を
促進するとともに、インターネットに比べ安全性の高い閉じたネットワークを利用したサービ

スの提供も必要である。 
このように、中小企業の SaaS の利用を促進するためには、導入時において、ユーザの立場
に立って適切に提案していくことが必要であり、これらの役割については、「地域イノベーショ
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ンパートナーシップ」等の産官学一体となった取り組みが不可欠である。 
 
(２) 行政分野 

行政分野では、ICTコストの大幅な削減、セキュリティや BCPの確保といった企業とも共
通する一般的な SaaSの導入効果に加えて、次のような効果が見込める。 
①地域住民の利便性を向上させ、最終的には 24時間 365日の行政サービスをオンラインで
提供する電子行政システムの実現に寄与する。なお、電子行政システムは、今後の情報社

会の重要なインフラとなるものであるが、その実現のためには、プライバシー保護やセキ

ュリティの確保を確実にするとともに、必要に応じて法令等の見直しを行い、サービス提

供が可能となるような枠組みを作る必要がある。 
②行政向けSaaSの導入にあたって、産官学連携による地域 ICT産業の振興という観点から、
サービスの開発や導入の支援などにそれらが参加しうる事業モデルを構築することがで

きれば、地域の活性化に貢献することになる。 
内閣府および総務省は、電子自治体に向けて、行政サービスのオンライン化や共同システム

開発、SaaS利用促進等の計画を進めつつある。特に、複数の自治体で共同して SaaSの活用に
取り組むことで、大きな効果を上げることが期待されている。しかしながら、現状では、SaaS
や ASP の本格的な利用に向けて舵取りをしている自治体の数はまだ少なく、幅広い業務での
活用のためには、中小企業分野における課題とした掲げた事項に加えて、次のような課題も存

在する。 
①政府の努力にもかかわらず、現実のオンライン利用は進んでおらず、利用率は最高で 40％
程度、平均で約 20％という状況に止まっている。これは、オンラインの利用において、
電子署名が求められる手続きを利用する場合に、電子証明書の取得や機器購入等の負担が

あることや、シングルサインオン(一度の認証により複数のシステムが利用可能となる認

証方式)になっていないこと、各行政機関が縦割りで連携していないことなど、利用者の

使いやすさへの配慮が不足していること等に起因している。 
②行政システムの共同開発においては、自治体間で業務が標準化されていないことや、シス

テム更改のタイミングがずれていることが障害となり、新規業務のシステム化はともかく、

既存のシステムからの移行において自治体間の足並みを揃えることが困難となっている。 
③さらに、行政システムの情報化を進める上で、既存の組織体制を見直す必要がある。一般

に、情報システムの導入に関しては情報主管課が担当しているが、そのベースとなる BPR
は業務主管部署の担当とされており、情報主管部署が立ち入りにくいという問題がある。

そのためシステムの標準化はできても、共同化に向けた機能やアプリケーションの統一は

難しいのが現状となっている。 
また、現在、大半の自治体では ICTコストの削減に努力しているが、それらは部分最適の観
点に陥っており、全体最適(ワンストップサービスの実現など)は概念として謳われていても、

結果としてはなかなか達成できていないのが現状といえよう。全体最適の達成には、個々の自

治体が内部的に取り組むだけでなく、複数の自治体間で共通の課題と認識して共同で取り組む

ことが必要であろう3。 

                                                   
3 広島県では、県と県内市町共同で ASPサービスであることを要件として、電子申請システムと公共施設予約システム
の共同調達を行い、大幅なコスト減を実現した。この業務が、既存のシステムの更改ではなく新規の調達であったことも、
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今後、自治体が ICTの最適化において進むべき方向は、行政向け SaaSの活用であり、また、
より大きな効果を目指して複数の自治体で SaaS を活用していくためには、業務部門間の調整
に委ねるのではなく、行政の長がリーダーシップをとり、長期的な視点に立ってトップダウン

的に取り組むことが求められている4。 
 

(３) 個人向けSaaS 

Google Appsに見られるように、個人を対象とした SaaSも大きな需要が見込まれる。Google 
Apps では、メール、スケジュール管理、ワープロや表計算などのドキュメント管理といった
一般的な機能が提供されているが、今後は、ゲームなどの趣味性の高い分野を始め、年賀状等

の住所管理や個人向け健康管理など様々なサービスが提供されていくものと見込まれる。 
 
(４) 通信基盤整備 

SaaS 活用にあたっては、通信量の大幅な増加が見込まれるが、普及に関しては通信費の大
幅な増加を伴わずに構築・運用できることが望ましく、高速大容量の通信が適切な価格で提供

される通信基盤、データセンタの整備が重要である。 
また、インターネットには使い勝手の良さや参加型という大きなメリットがあるが、その自

由な環境ゆえのセキュリティの問題、ネットワークやハードウェア／ソフトウェアの信頼性や

品質、独自システムへの対応などの心配がある。そういったデメリットに対し、インターネッ

トのメリットを維持しながらも、ネットワーク品質やセキュリティを維持した管理型サービス

環境の提供が可能となる通信基盤を構築する必要性がある。 
具体的には、確実に繋がり安心して利用できる通信基盤として、アプリケーションの特性に

合わせた通信帯域を確保し、多くのサービス提供者が様々なアプリケーションを接続できるオ

ープンなインターフェースと認証・課金機能を提供することが、SaaS 利用の拡大には重要で
ある。 
また、シングルサインオン、モバイル連携などの利用者の利便性を高めることも SaaS 拡大
には必要である。大規模自然災害など物理的障害に対しては、ネットワークやデータセンタの

高信頼性を維持しうる冗長構成等、関連の事業者間の協力が欠かせない。データセンタ等にお

いては、地場企業とグローバル企業とが連携して相互補完を行い、地場企業の振興や地域にお

ける BCP 対策としてのバックアップ体制の強化を推し進めることが肝要である。さらに ICT
基盤における地域格差の解消のためには、国の補助制度を利用し、自治体と通信事業者が協調

して整備することが望まれる。 
 
 
４．中国地域におけるSaaS・クラウドコンピューティングの普及促進とデータセンタの構

築に向けて 

(１) SaaS・クラウドコンピューティング時代に向けた基盤整備について 

                                                                                                                                                                           
共同開発がスムーズに進んだ１つの要因と指摘されている。また、県域を越えて、「医療・介護の高額合算支援システム」

の共同開発・共同利用に向け、複数の自治体と地元企業が取り組みを始める動きがでている。 
4 九州地方のある自治体では、知事がリーダーシップをとり、全市町村を集めて共同利用化促進を指導しているケースも
あることから、進展はトップの考え方によるところが大きい。  
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①人材育成 

 産学官の連携により、中国地域における ICT人材育成機能を整備充実して、以下の方針
に基づいた人材育成を行う。その際、当面は既存の教育機関の活用を前提とするが、将来

的には新たな教育機関の設立も視野に入れておく必要がある。 
・ 人件費の面では首都圏に比べて高い競争力を有するものの、当地域の絶対的な人的資源
は限られている。これを有効かつ効率的に活用するために、中国地域が強みをもつ特定

の技術エリアや特定の産業分野に特化して地域 ICTブランドの確立を図る。具体例とし
ては、地域資源であるオブジェクト指向プログラミング言語 Ruby に注目する。Ruby
は、他の同種の言語に比べ３～６倍の開発効率を示しており、これを中国地域における

第一開発言語と認定してレベルの高い SE を育成する。そのほか、地域の特性や産業構
造に対応した言語や OS を優先的な SE 能力開発の分野として指定して、地域の競争力
強化を図る。 

・ 即戦力となる人材の確保を目的として、中国５県でのインターンシップの実施、公的研
修制度の充実、中国地域独自の技術認定制度の構築などを実施して、中国地方の ICT人
材の吸引力を高める。 
・ Rubyの優位性を活かしてコスト競争力を更に高めるとともに、人的資源の不足を補う
手段として、中国やインド等のアジア地域の ICT人材リソースの活用を進める。そのた
めに、BRICsやアジア諸国を対象とした、ICT分野での交換留学生制度の構築やブリッ
ジ SEの育成を図る5。これにより、海外からの ICT技術者やその候補者の流入を加速す
る。中国地域の教育機関で受け入れ、卒業後は地域の企業で一定の期間働いた ICT人材
は、帰国後、当地域の ICTビジネスを母国で展開する際のゲートウェイとしての活躍が
期待される。 
・ 小規模ではあっても米国のMIT(Massachusetts Institute of Technology、マサチュー
セッツ工科大学)に匹敵するような高い水準の ICT 教育機関(大学・大学院)を、産学官
の連携によって設置する。 
 また、地域で育成した人材が首都圏等に流出せず、地域のコア人材として活躍するには、

生活圏としての地域の魅力を高める必要がある。わが国に限らず、世界レベルの優秀な ICT
技術者がワークライフバランス良く、公私
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５．むすび 

本提言書では、SaaS・クラウドコンピューティング社会へのパラダイムシフトに適応して、
中国地域が地域間競争の中で優位な地位を確保するとともに、これが当地域における ICT産業
振興の契機となることを目指して、新たな地域情報化戦略の方向性を示した。 
その中でも、産学官が連携して取り組むべき地域戦略として、以下の３点について改めてふ

れておく。 
 

(１) 特色あるICT人材の育成と定着 

首都圏に比して、ICT産業の規模や厚みに大きな格差をつけられている当地域が、そこに伍
して競争力を維持しようとするならば選択と集中が必要である。まず、他のオブジェクト指向

言語に比べ開発効率が格段に優れた Ruby言語に集中して人材の育成を図り、ICT産業のコス
ト競争力をつける。さらに、ブリッジ SEの養成に取り組んで、中国やインドといったアジア
諸国の ICT人材の活用を図る。これは、人的資源の絶対的な格差を補うとともに、コスト競争
力を更に強化するためである。また、養成した ICT人材の地域への定着と他地域、他国からの
流入を促進するための施策を行う。 

 
(２) 地方分権・道州制への対応 

これまでの地方分権や道州制の議論の中ではあまり注目されていないが、権限の移譲は業務

の移行を意味し、移譲される側ではそれを支える業務システムを整備する必要がある。また、

ここ数年間で急速に進んだ市町村合併に対応する形での業務システムの統合・再編が必要であ

るが、それにも新たな ICT投資が必要になる。別の視点から見ると、これは行政の情報システ
ムを見直して最適化する大きな機会であり、システムの共同化や行政向け SaaSの活用を進め
て、ICTコストの大幅な削減や住民サービスの向上を図るべきである。 
このような取り組みを進める際には、同時に地域の ICT産業の育成という視点も欠かせない。
中国経済連合会と各県の電子自治体を推進している協議会、情報産業協会等が連携して、当地

域における電子自治体の方向性を検討していく場を設ける必要がある。 
 
(３) 地域データセンタの機能強化 

地域社会全体の BCPの水準を高めるために、地域におけるデータセンタの機能を一層強化
する必要がある。それには、地域密着型の中小規模のデータセンタが連携して相互補完体制を

充実するとともに、「データセンタのデータセンタ」ともいうべき大規模データセンタを新たに

構築して、更なるバックアップ機能を提供することが考えられる。後者の場合、立地による地

域振興のみならず、グリーン IT化を通じた地球温暖化対策にも寄与することが期待される。 
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